




平成２８年度当初予算主雲事業概雲9,総務部0x

ｔ
段平成２８年度財務部長内示額ｊ

中段平成２８年度知事復活要求額
下段平成２７年度当初予算額

9,一般会計0x 9,単位 百万円0x 

２８既内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

選 挙 執 行 費  ２, ５９８  参議院議員通常選挙費 ２,５８１百万円 
海区漁業調整委員選挙費 １７百万円 

9,３,９６０0x  

市町村振興補助金  １, ０００  「大阪発地方分権改革」 の着実な推進に 
関する取組みや、 市町村の自律化に向けた 

9,１, ０４０0x  体制整備及び行財政基盤を強化する取組み 
に対する支援 

府庁本館耐震改修等事業  ３, ９３４  ０耐震改修事業費 ２,３５５百万円 
・耐震改修工事 

9,３, ５９４0x  ・西館撒去等設計 
０環境改善事業費 ７３１百万円 

・本館執務室・廊下等内装改修工事 
０計画保全事業費 ６７２百万円 

,0本館屋上防水、外壁改修、 
設備配管の取換え等改修工事 

０代替執務室改修事業費 １０５百万円 
０大手前執務室等移転費 ７１百万円 

咲洲庁솜改修等事業  ３５６  ０長周期地震動抜本対策調査検討費 
２３百万円 

9,５４７0x  ０計画修結事業費 ３３３百万円 
・消防設備改修工事 

大 手 前 地 区  １９２  ０大手前街区中通り等整備工事 
庁舎周辺整備事業  １８６百万円 

9,５３９0x  ０土地鑑定調査費等 ６百万円 



社会保障 。 税番号制度  ３５８  国,都道府県・市町村等との情報連携に 
システム事 業 費  必要なシステム等を整備するとともに、 マ 

9,１１５0x  イナンバ一利用事務をインターネットから 
分離するなど情報セキュリティ対策を強化 

,強靭性向上対策費 ３２６百万円 

携帯電話等工リア ６８  携帯電話を利用できない地域において、 
整 備 事 業 費  基地局を開設する市町村に対し補助 

9,０0x  ・和泉市9,仏並町小川、複尾山町0x 

復活要求がない場合、金額欄は9,,00xで記載。

9,特別会計0x 9,単位 百万円0x 

２８既内示額  
事 業 名  ２８復活要求額  摘 要 

9,２７当初予算額0x  

市町村施設整備資金  １７, ７３４  ０市町村施設整備資金貸付事業費 
特 別 会 計  市町村の公共施設の整備にかかる 

9,１４, ４７１0x  臨時的な財政需要に対する支援 
・新規貸付額 ２,０００百万円 

平成２７年度補正予算9,第５号0x要求状況主要事業概要9,総務部0x 

9,一般会計0x 
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9,単位 百万円0x 

２７補正予算案額  
事 業 名  ２７現計予算額  摘 要 

２７補正後予算案額  

社会保障 。 税番号制度  ９７７  高度なセキュリティ対策を請じるため、 
システム事業費  １１５  府内市町村等のインターネット接続口を集 

１,０９２  約し監視する大阪版自治体情報セキュリテ 
ィクラウドを構築 

２ 



総務部 平成２８年２月定例府議会提出予定議案9,予算案を除く0xの概要

事件議決案 9,４件0x 

件 名  概 要  所管局課 

大阪府営枚方東牧野第  株式会社中塚水道工業所に対して、 大阪府が有する債権  契 約 局 
３期高層住宅9,建て替  を放棄することについて議決を求めるもの。  
え0x新築衛生設備工事  〔放棄する債権〕  

9,第２工区0x契約の解除  。 回収不能となった契約の解除に伴う前払金返還に係る  

に伴う前払金返還に係  利息１４万１, ９０９円  
る利息に関する債権放  
棄の件  

株式会社綜合設備研究所に対して、 大阪府が有する債権  契 約 局 大阪府営泉佐野束羽倉   
崎第３期高層住宅9,建て  を放棄することについて議決を求めるもの。  
替え0x 新築設備工事実施  〔放棄する債権〕  
設計業務の契約を締結  ・ 回収不能となった契約を締結しないことに係る違約金  

しないことに係る違約  ５万４, ６０ ０円  
金に関する債権放棄の  
件  

大阪府住吉警察署長居  株式会社興隆建設に対して、 大阪府が有する債権を放棄  契 約 局 
交番新築工事の契約の  することについて議決を求めるもの。  
解除に伴う前払金返還  〔放棄する債権〕  
に係る利息及び契約の  ・ 回収不能となった契約の解除に伴う前払金返還に係る  

解除に伴う違約金に関  利息５万７, ０ ０７円及び契約の解除に伴う違約金  
する債権放棄の件  １２万８, ２３８円  

大阪府泉佐野警察署泉  有限会社瀧田組に対して、 大阪府が有する債権を放棄す  契 約 局 
佐野駅前交番新築工事  ることについて議決を求めるもの。  
の契約を締結しないこ  〔放棄する債権〕  
とに係る違約金に関す  ・ 回収不能となった契約を締結しないことに係る違約金  

る債権放棄の件  ６１万８, ８７０円  

３ 



条例案9,１４件0x 

件 名  概 要  所管局課 

大阪府行政不服審査会  行政不服審査法の改正により、審査庁9,知事0xの諮問に  法 務 課 
条例制定の件  応じ審査請求事件について調査審議する附属機関としての  

大阪府行政不服審査会の組織、 委員等の報酬の額等につい  
て定める。  

施行日81平成２８年４月１日  

行政不服審査法の改正に伴い、 審査請求人等から審査庁、  法 務 課 大阪府行政不服審査法  
関係事務手数料条例制  審理員又は大阪府行政不服審査会に提出された書類等の写  
定の件  しの交付に係る手数料を新たに設定する。  

。複写機により用紙に複写したもの 9,単色刷り0x １枚に  
つき１０円、9,多色刷り0x １枚につき３０円  

施行日81平成２８年４月１日  

人事行政の運営等の状  法 務 課 行政不服審査法の改正により、規定の整備9,条項ずれ是  
況の公表に関する条例  正等0xを行う。 ,0  人 事 局 
等一部改正の件  〔関係条例〕  

・ 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  
・ 大阪府行政手続条例  
・ 職員の期末手当及び動勉手当に関する条例  

・職員の退職手当に関する条例  
施行日81平成２８年４月１白  

大阪府教育委員会の委  人 事 局  大阪府特別職報酬等審議会の意見具申を踏まえ、 非常勤  
員の報酬及び費用弁償  の特別職の報酬の3,額を改正する。  
に関する条例等一部改  〔主な改正内容〕  
正の件  9,１0x 非常勤の行政委員会委員の報酬の額の改定  

・非常動の行政委員会委員長等  
9,日額0x ３８, ０００円→ ３９, ０００円  

・非常動の行政委員会委員等  
9,日額0x ３２, ０００円→３３, ０００円  

9,２0x附属機関委員の報酬の額の改定  
・ 附属機関委員報酬  

9,日額0x ９, ６００円→９, ８００円等  
施行日81平成２８年４月１日  

〔関係条例〕  
・ 大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関す  

る条例 ほか４６条例  

４ 



件 名  概 要  所管局課 

職員の期末手当及び勤  平成２７年１０月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、  人 事 局 
勉手当に関する条例等  所要の改正を行う。  
一部改正の件  〔主な改正内容〕  

。勤勉手当を０3, １月分引上げ9,４3, １月→４3, ２月0x  
。平成２８年４月１日から単身赴任手当を引上げ  

施行日81公布の日  
〔関係条例〕 3,  

・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例  
。 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例  
, 一般職の任期付職員の採用等に関する条例  
・ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例  

職員の給与に関する条  １ 地方公務員法の改正により、職員の職務を給料表の各  人 事 局 
例一部改正の件  等級に分類する際の具体的な基準となる等級別基準職務  

表を定める。  
２ 学校教育法の改正に伴い、小学校・中学校教育職給料  

表を適用する者に義務教育学校に勤務する職員を追加す  
る。  

施行日81平成２８年４月１日  
３ 大阪府立富田林中学校の設置に伴い、高等学校等教育  

職給料表を適用する者に中学校における教育と高等学校  
における教育を一貫して施す中学校に動務する職員を追  
加する。  

施行日81平成２９年１月１日  

非常勤職員の災害補償  地方公務員災害補償法施行令の改正に伴い、 非常勤職員  人 事 局 
に関する条例一部改正  の公務上の災害に対する傷病補償年金と障害厚生年金等が  
の件  支給される場合等の調整率を改正する。  

施行日81平成２８年４月１日  

職員の動務時間、 休日、  学校教育法の改正に伴い、 教育職員に対する時間外勤務  人 事 局 
休暇等に関する条例一  等の特例の対象となる教育職員に義務教育学校の職員を追  
部改正の件  加する。  

施行日81平成２８年４月１日  

職員の特殊勤務手当に  学校教育法の改正に伴い、 教員特殊業務手当の支給対象  人 事 局 
関する条例一部改正の  者に義務教育学校に勤務する職員を追加する。  
件  施行日81平成２８年４月１日  

５ 



件 名  概 要  所管局課 

一般職の任期付研究員  地方公務員法の改正により、 職員の研究業務及び業務を  人 事 局 
の採用等に関する条例  給料表の各等級に分類する際の具体的な基準となる等級別  
及び一般職の任期付職  基準研究業務表等を定める。  
員の採用等に関する条  施行日81平成２８年４月１日  
例一部改正の件  〔関係条例〕  

。 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例  
。 一般職の任期付職員の採用等に関する条例  

職員の管理職手当の特  財政状況を踏まえ、 職員の管理職手当の時限的減額を行  人 事 局 
例に関する条例一部改  う特例期間の終期を平成２８年３月３１日から平成２９年  
正の件  ３月３１日に延長する。  

施行日81平成２８年４月１日  

知事等の給料及び期末  財政状況を踏まえ、 知事、 副知事等の給料及び期末手当  人 事 局 
手当の特例に関する条  の時限的減額を行う特例期間の終期を平成２８年３月３１  
例一部改正の件  日から平成２９年３月３１日に延長する。  

施行日81平成２８年４月１日  

職員の分限に関する条  地方公務員法の改正に伴い、 一定の事由に該当した職員  人 事 局 
例及び大阪府職員基本  を降給することができることとし、 併せて、 降給の事由、  
条例一部改正の件  手続等を定める。  

施行日81平成２８年４月１日  
〔関係条例〕  

・職員の分限に関する条例  
・ 大阪府職員基本条例  

大阪府住民基本台帳法  都道府県知事保存本人確認情報を利用することができる  市町村課 
施行条例一部改正の件  事務について、 重度障害者介護手当の支給の過誤払に係る  

債権の回収に関する事務を重度の障害を有する者の生活の  
支援に係る給付金の支給の過誤払に係る債権の回収に関す  
る事務に改める。  

施行日81平成２８年４月１日  

諮問9,１件0x 

件 名  概 要  所管局課 

退職手当に関する処分  退職手当に関する支給制限処分の内容を不服とする地方  人 事 局 
についての審査請求の  自治法第２０６条第２項の規定に基づく審査請求に対する  
件  決定を行うため、 同条第４項の規定により議会に語問し意  

見を求めるもの。  

６ 

※概要は総務部事項のみ記載



１ 行政不服審査法の改正の概要

０ 改正行政不服審査法9,以下「改正法」という。 Ｈ２６3,６3,１３公布。 Ｈ２８3,４3,１施行0x
により、 行政不服審査制度の抜本的見直しが行われた。 

２ 大阪府行政不服審査会条例9,案0xについて

０ 改正法により、 地方公共団体に、 審査請求事件について調査審議をするための附
属機関9,行政不服審査会0xを置くこととされたため、 その組織及び連営に関し必要
な事項について条例で定める。 ・ 

【組織等】

【守秘義務】
【罰則】
【施行日】

大阪府行政不服審査会の概要 、

委員１０名以内で組織9,委員の任期は２年0x
３人の委員で構成する合議体において審査請求事件を調査審議
委員が職務上知ることができた秘密についての守秘義務
守秘義務に違反した委員は、 １年以下の懲役又は５０万円以下の罰金
平成２８年４月１日9,予定0x 

７ 



地方公糖員法の改正に伴う職員の分限に関する条例の一部改正の概雲

総務部人事局

０改正内容

地方公務員法改正9,平成２８年４月１日施行0xにより、「降任」の用語の定義が規定され、併せて、
従来、運用上「降任」に含まれていた「降格」が「降給」に位置づけられたことに伴い、新たに条例
において、「降給9,「降格」及び「降号」0x」に関する一連の規定整備を行う。

【条例改正のイメージ】
現 行

処分種別     規定      
事由    手続き   

降任   地方公務員法    分限条例   

地公法改正後
処分種別      規定        

事由     手続き    

降任    地方公務員法     分限条例    

０施行時期

平成２８年４月１日

０その他

「降号」 の号数は２号とする。 9,人事委員会規則で規定予定0x

０関係条例の改正9,条ずれ等への対応にかかる規定整備0x

・大阪府職員基本条例
・ 府費負担教職員の分限及び懲成に関する条例

・職員の給与に関する条例
・ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
・ 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例
・ 職員の退職管理に関する条例

,81,0,0,0,08181,0,0,0,0,081,0,0,0一一8181,0,0,0一一81,0,0,0,0,081,0,0,0,0,0,08181,0,0,0一8181,0,0,0,0一81,0,0一ーー一8181,0,0,0,08181,0,0,0,0,081818181,0,08181818181,0,08181一、

,x9【参考81用語の定義】
「降任」,職員の意に反して、当該職員が現に任命されている職より下位の職制上の段階に属する職員の

ｌ

職に任命すること
ｌ

9,例0x参事9,課長級0x x9;>課長補佐9,課長補佐級0x
ｌ

「降格」 職員の意に反して、当該職員の職務の級を同一の給料表の下位の職務の級に変更すること
9,例0x行政職系合料表 ６級9,課長級81本庁課長0x ⇒ ５級9,課長級81参事0x

ｌ 

ｌ

「降号」 職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の級の下位の号給に変更すること
x9、  9,例0x６級２０号給⇒ ６級１８号給
、、



自らの意思によって職業生活を営み、 又は営もうとする女性の個性と
能力が十分に発揮されることが一層重要となっていることに鑑み、
女性の職業生活における活躍を推進し、 豊かで活力ある社会の実現を
図ることを目的として制定

国 81基本方針及び特定事業主行動計画9,※0xの策定
地方公共団体81区域内の推進計画及び特定事業主行動計画9,※0xの策定
民間事業主 81一般事業主行動計画の策定9,労働者が３０１名以上の事業主0x

※特定事業主行動計画について ０各事業主が自らの課題抽出等を行った上で、 解決に向けた取組みや数値目標を定めるもの
０基本的な構成等は、国が策定した事業主行動計画策定指針において規定

０策定主体81府立学校、 府警本部を除く各任命権者が連名で策定 ０計画期間81５年間9,Ｈ２８3, ４0x0x 

9, 0x内は一般行政職  

Ｈ２７当初,03,  
落

 採用者に占める女性の割合は   

概ね５０0x程度である ｌ採用者に占める女性の割合  ４８3,５0x9,４７3,３0x0x  

男性 3,  女性 3, 
継続動務年数9,Ｈ２７0x       ２４3,５年9,２６3,２年0x   １７3,５年9,１９3,７年0x 
採用後１０年程度の継続任用割合       ７９3,９0x9,８６3,８0x0x   ７６3,１0x9,７７3,５0x0x 

3, 男性 ,0  女性  
育児休業取得率9,Ｈ２６0x  ２3,５0x9,０3,０0x0x  ７５3,３0x9,８１3,８0x0x 
育児参加休暇取得率9,Ｈ２６0x  ６２3,２0x9,５８3,７0x0x  
育児休業取得意思のある職員  約３０0x  約８１0x 

男性  女性 
１人１月あたり時間外動務9,Ｈ２６0x  １２3,Oｈ9,１１3,７ｈ0x  １０3,９ｈ9,１０3,２ｈ0x 
年次休暇の平均取得日数9,Ｈ２６0x  １１日７ｈ9,１１日３ｈ0x  １１日５ｈ9,１１日５ｈ0x 

男性  女性 
１人１月あたり時間外動務9,Ｈ２６0x  １２3,Oｈ9,１１3,７ｈ0x  １０3,９ｈ9,１０3,２ｈ0x 
年次休暇の平均取得日数9,Ｈ２６0x  １１日７ｈ9,１１日３ｈ0x  １１日５ｈ9,１１日５ｈ0x 

継続動務年数は男女差がある

落 継続任用割合は、一般行政職で
は男女差があるが、全職種では
大きな差はない

育休取得意思のある男性職員

落

 の割合が実際の取得率を大幅

に上回っている

常

 時間外勤務や年次休暇の取得

重富, ｉ一は、男女間で大きな差はない

Ｈ２５  Ｈ２６  Ｈ２７ ,0,0  

常

 課長級升上の女性割合等は 

年々上升している 

課長級以上の女性割合  ５3,８0x9,４3,３0x0x  ６3,０0x9,４3,１0x0x  3,６3,４0x9,４3,３0x0x  
主査級以上の女性割合  １７3,４0x9,１５3,０0x0x  １８3,１0x9,１５3,９0x0x  １９3,５0x9,１７3,７0x0x  
職員に占める女性割合  ２７3,６0x9,３６3,４0x0x  ２８3,３0x9,３８3,５0x0x  ２９3,７0x9,４１3,９0x0x  

０採用パンフレットなどにおけるＰ Ｒ 

０育児や介護を担う職員が活躍できる環境づくり
。男性の育休。育児参加休ＥＥ長の取得促進

育休取得装代業常員期耀等制度 富庁内ウェ を し の周知
０柔軟な働き方ができる環境づくり
０ハラスメントのない職場づくり

０時間外勤務の縮減
。時間外動務の管理の徹底等

効率的な業務運営
０年次休暇の取得促進

。 年次休暇使用計画表の作成

年次休暇を使用しやすい雰囲気づくり

０女性職員の意欲向上及び育児休業からの復帰支援 【新規】
・ 女性職員 。 育児休業者に対する意欲向上研修の実施
・管理職に対する女性活躍推進に資する意識改革研修の実施
。育児休業者向けｅラーニングの実施 Ｅ

O多様な職務従事機会の付与及びキャリア形成支援 室81,0
・女性職員の幅広い分野への積極的な登用 
・キャリアクリエイト制度やキャリア研修の実施
・各所属への女性職員の複数配置  

ｍ
男性の育児参加休暇取得率

平成３２年度までに７０0x以上

ｍ
職員一人当たり年次休暇の

平均取得日数 １４日以上

ｍ
課長級以上の女性割合

平成３２年度までに１０0x以上

主査級以上の女性割合

平成３２年度までに２５0x以上

Ｈ２８3,１ 総務部人事局

目的 各主体の役割



«制定の背景»
０平成１９年度81障害者権利条約に署名→国内法の整備等を推進
０平成２３年度81障害者基本法の改正により「差別の禁止」を基本原則として規定
０平成２５年度81障害者差別解消法9,以下「法」という。0x成立
０平成２８年度81法の施行

«目的»
０差別の解消に関する基本的な事項や、 行政機関及び事業者における差別を

解消するための措置等を定めることで、 差別の解消を推進し、 もって共生
社会の実現9,※0xに資することを目的とする。

0x※共生社会81ａａ無ｔ精業認ることなく、81

«主な規定内容 9,差別を解消するための措置0x ｻ
０行政機関及び事業者における差別の禁止9,不当な差別的取扱いの禁止、合

理的配慮の不提供の禁止0x
０政府全体の方針を示す基本方針の策定
０行政機関における取組みに関する対応要領9,x40xの策定9,地方公共団体の

策定は、努力義務0x 

9,x40x 対応要領
０目的。位置付け

。 行政機関における差別の解消 9,不当な差別的取扱いの禁止、 合
理的配慮の提供0x に関する取組みの実効性の確保

。 職員が遵守すべき服務規律の一環との位置付け

０主な記載内容
。 不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方 。 具体例

 相談体制の整備
。職員への研修。啓発 等

０策定手続等
。対応要領の策定に当たっては、

を反映
。策定後は、対応要領を公表

障がい者その他の関係者の意見

室

«方針。内容»  
０対応要領は、 法上努力義務とされているものの、 法施行と合わせ、 府の職ｆ  

が事務。事業を行うにあたり差別解消の取組みに関する実効性を確保する こ  
とにより、 法に基づく様々な施策と一体的な取組みを進めるために策定  

０法の所管省庁である内閣府の対応要領を踏まえ、 訓令等として策定  

    

 ⇒職員が適切に対応するため、差別に関する,0基本的な考え方や、 3, 
内閣府の具体例に加え、府独自の事例などを盛り込み、規定3, ,0 ,0 取 

、 組 

  

,0 実 

  

3, きるよう、部の所管事業に係る総合調整機能等を担う,0各部 ,0  性 １ 
 主管課に相談窓口を設置3,3, .3, を  

  

,03,,0⇒職員の理解を促進するため、障がいを理由とする差別の解消 3, 3, 
,0 に関する基本的な事項や求められる役割について、 管理職や3,  

 若手職員への研修や庁内での啓発3,を実施3,,0  81 、  

※教育委員会など他任命権者についても知事部局の対応要領に準じて対応予定  

«障がい者団体等からの主な意見»  

０努力義務である対応要領の策定は、取組みの「第一歩」として一定評価 
０障がい特性に応じた更なる具体例の追記。充実が望ましい 
０内閣府の対応要領9,具体例の記載等0xとの更なる整合性の確保 など 

※第１７回大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会 9,Ｈ２７3, １２0x における意見等  

«今後のスケジュール»  

  

０Ｈ２８3,３末 81対応要領の公表 
０Ｈ２８3,４0x 81対応要領の施行  
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0xｌ关洲庁舎の長周期地震動対策に関する専門家ミーティングについて

総務部庁舎周辺整備課

１ 目的

口咲洲庁舎の長周期地震動対策について、 複数の建築構造の専門家から技術的な

助言を得ることを目的とする。

２ メンバー9,五十音順。敬称略0x 3, 

氏 名  所属。役職  

京都大学 名誉教授 

井上 一朗  一般財団法人日本建築総合試験所 

副理事長 試験研究センター長 

大川 出  
国立研究開発法人建築研究所 客員研究員 
株式会社東京ソイルリサーチ 取締役 ,0 

釜江 克宏  京都大学 原子炉実験所副所長 教授 

京都大学 防災研究所 教授 

吹田 啓一郎  京都大学 大学院工学研究科 教授 

竹脇 出  京都大学 大学院工学研究科 教授 

多田 元英  大阪大学 大学院工学研究科 教授 

福和 伸夫 ・  名古屋大学 減災連携研究センター長 教授 

３ 第１回ミーティングの開催予定
０日 時 81 平成２８年２月１０日9,水0x午後４時から５時３０分まで

０場 所 81 ｎ咲洲庁舎５０階 迎賓会議室

０内 容 81 ①内閣府における長周期地震動の検討について

e0x咲洲地区における地震動の作成手法について 

③今後の検討の進め方について ,
※ミーティングは公開  

４ 今後の予定 3, 

ミーティングは４回程度開催し、専門家の助言を踏まえて、夏頃を目途に方針

をまとめる予定。 
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